
2009年 7月 27日 

5ヶ年計画推進チームNGO側委員 

 

NGO 連携無償資金協力に関する 

日本の NGO の資金需要について（アンケート調査結果） 

 

１．調査の１．調査の１．調査の１．調査の趣旨および趣旨および趣旨および趣旨および概要概要概要概要    

 

本調査は、「NGO連携無償資金協力」に関して、日本の国際協力関係 NGOにおいてどの程度の資金需要

が存在するかについて調査したものです。 

 

（１）（１）（１）（１）    調査期間調査期間調査期間調査期間：7月 1日～7月 27日 

（２）（２）（２）（２）    アンケート調査の対象アンケート調査の対象アンケート調査の対象アンケート調査の対象：日本国内の国際協力 NGO 

（３）（３）（３）（３）    アンケート収集の方法アンケート収集の方法アンケート収集の方法アンケート収集の方法：日本国内の国際協力 NGOの全国および地域別ネットワーク、分野別ネッ

トワークを通じて、「NGO連携無償」の実績のある NGOを中心にアンケートを配布し、合計 30

の NGOより回答を得ました。    

（４）（４）（４）（４）    アンケートの内容アンケートの内容アンケートの内容アンケートの内容    

A. 資金需要の対象：本件アンケートでは、各 NGOに対して、NGO連携無償のうち、ジャパン・プ

ラットフォーム関係および地雷除去を除く（地雷関係の啓発・教育は含める）開発分野での資金

需要がどの程度あるかについて質問しました。 

B. 質問項目：本件アンケートでは、a) 2009年度実施中案件、b) 2009年度決定・申請中・申請予定

案件、c) 2010年度申請予定・構想段階案件の合計金額について質問しました。 

 

２．調２．調２．調２．調査の結果査の結果査の結果査の結果    

 

調査の結果については、以下のようにまとめました。 

 

（１）（１）（１）（１）2009200920092009----2010201020102010 年度（年度（年度（年度（2222 年度分）の年度分）の年度分）の年度分）の NGONGONGONGO 連携無償資金協力連携無償資金協力連携無償資金協力連携無償資金協力（ジャパン・プラットフォーム分および地雷・（ジャパン・プラットフォーム分および地雷・（ジャパン・プラットフォーム分および地雷・（ジャパン・プラットフォーム分および地雷・

不発弾除去分を除く開発案件）不発弾除去分を除く開発案件）不発弾除去分を除く開発案件）不発弾除去分を除く開発案件）に関する資金需要の推計に関する資金需要の推計に関する資金需要の推計に関する資金需要の推計    

 

A. 資金需要推計 

年度年度年度年度 資金需要推計資金需要推計資金需要推計資金需要推計 ベースラインベースラインベースラインベースライン 計算方法計算方法計算方法計算方法 

2009-10年度合計年度合計年度合計年度合計 50 億 3650 万 4599 円 38億 3278万円 3,832,780,000×100/76.1 

2009年度年度年度年度 27 億 0404 万 7306 円 20億 5778万円 2,057,780,000×100/76.1 

2010年度年度年度年度 23 億 3245 万 7293 円 17億 7500万円 1,775,000,000×100/76.1 

 

※参考：※参考：※参考：※参考：2008200820082008 年度贈与契約（年度贈与契約（年度贈与契約（年度贈与契約（G/CG/CG/CG/C）締結案件の総額）締結案件の総額）締結案件の総額）締結案件の総額    

（ジャパン・プラットフォーム分、地雷・不発弾除去案件を除く開発案件のみ） 

 金額金額金額金額 件数・団体数件数・団体数件数・団体数件数・団体数 

外務省発表実績外務省発表実績外務省発表実績外務省発表実績 13億 6548万 7232円 67件、44団体 

本アンケートでの判明分本アンケートでの判明分本アンケートでの判明分本アンケートでの判明分 10億 3848万 2160円 32団体 

本アンケートでの捕捉率本アンケートでの捕捉率本アンケートでの捕捉率本アンケートでの捕捉率 76.1% 72.7% 

（（（（算定の方法算定の方法算定の方法算定の方法））））    

� 本件アンケートに回答した NGO32 団体の本年度 NGO 連携無償資金協力実施案件の金額の総計は約 10億 3848 万

円（1,038,482,160 円）です。これに対し、外務省が発表した、昨年度 G/C が締結され、本年度実施されてい

る NGO 連携無償案件のうち、地雷・不発弾除去案件を除く案件の総額は約 13 億 6549 万円（1,365,487,232 円）

です。これに鑑みると、アンケートにおける捕捉率は 76.1%となります。 

� これをもとに、アンケート回答 32 団体の 2009 年度決定・申請中・申請予定案件の総額（20 億 5778 万円）お

よび 2010 年度申請予定・構想段階案件の総額（17 億 7500 万円）を 76.1 で除し 100 を乗した数値を、資金需

要の推計として採用しました。 



３．調査の結果（詳細）３．調査の結果（詳細）３．調査の結果（詳細）３．調査の結果（詳細）    
    
アンケートに回答のあった 32団体の 2009 年-2010 年度の「NGO 連携無償」の資金ニーズに関するデー
タ（抜粋）は以下のとおりです。なお、本件アンケートについては、アンケートにご協力いただいた多
くの団体の意向もあり、資金需要の合計額および主要分野における資金需要の合計額以外の情報は開示
できないこととなっております。 
    

項番項番項番項番    項目項目項目項目    資金需要総額資金需要総額資金需要総額資金需要総額    

A 2009年度に NGO連携無償で実施している案件の総額

（32団体） 

1,038,482,160円 

  （10億 3848万 2160円） 

B 2009年度に NGO連携無償で決定・申請中・申請予定の

案件の総額（32団体） 

2,057,780,000円 

 （20億 5778万円） 

C 2010年に NGO連携無償で申請予定もしくは構想段階の

案件の総額（32団体） 

1,775,000,000円 

  （17億 7500万円） 

D 2009-2010年度の合算（上記 B+C）（32団体） 3,832,780,000円 

  （38億 3278万円） 

E 2008-09-10年度の合算（上記 A+B+C）（32団体） 4,871,262,160円 

  （48億 7126万 2160円） 

F うち教育に関連する案件（2008-09-10年度合算） 1,441,428,001円 

  （14億 4142万 8001円） 

G うち保健に関する案件（2008-09-10年度合算） 1,443,868,715円 

  （14億 4386万 8715円） 

H うち平和構築に関連する案件（2008-09-10年度合算） 1,145,875,497円 

  （11億 4587万 5497円） 

I うちサハラ以南アフリカ地域での案件（2008-09-10年度

合算） 

1,100,638,715円  

  （11億 0063万 8715円） 

 

以上 

 

【お問い合わせ先】【お問い合わせ先】【お問い合わせ先】【お問い合わせ先】本件調査に関する問い合わせにつきましては、 
五ヶ年計画推進チーム NGO 側委員 
取りまとめ （特活）アフリカ日本協議会 （担当：稲場雅紀）までお願いします。 
電話：03-3834-6902、電子メール：masaki.inaba@gmail.com 
 
【本件ア【本件ア【本件ア【本件アンケート調査実施に関わるプライバシー・ポリシーについて】ンケート調査実施に関わるプライバシー・ポリシーについて】ンケート調査実施に関わるプライバシー・ポリシーについて】ンケート調査実施に関わるプライバシー・ポリシーについて】なお、本件結果は、アンケート
を団体名と切り離して統計処理を行い、五ヶ年計画推進チーム NGO 側委員が、日本の NGO の NGO 連携無
償に関する資金ニーズを合計する以外の用途には使わないことを明示して収集したデータに基づいて
います。 
 


